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はじめに 
1 . 航空機生産の特徴 
2 . エンジン生産メーカーの特徴 
(以上, 第48巻第 2 号) 
3 . MRO ビジネス 
(以上, 第48巻第 3 号) 
4 . 理論的考察 
おわりに ― 研究課題としての多角的関係 ― 
(以上, 本号) 


















ウィリアムソン (Williamson, 1975) は ｢技術
的に分離可能な工程の垂直的統合が, 根源的に
は取引関連的な要因にもとづいておこなわれ
る｣ (訳書, 140-141ページ) ことを示そうとし


































さらに, ウィリアムソン (1985) は, 取引費
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性 (asset specificity) の指数とする｡  そのとき
)(kβ を内部統制の管理コスト (bureaucratic costs 
of internal governance) とし, )(kM を市場利用に
よるガバナンス・コスト  (governace costs of 
markets) とする｡ ここで )()( kMkG −=∆ β とす




k よりも左側の領域では, 資産の特殊性 kが
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第 4 － 1 図 ガバナンス・コストと生産コストの比較 
(出所) Willamson (1985), p.93, Figure 4-2より筆者作成｡ 
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のコストを MC とする｡ MI CCC −=∆ として資
産の特殊性 kの関数として図示する｡ 製品が標
準化されているときに, それを企業内部で製造
するコスト IC は高くなる｡ したがって, 資産




場需要の集約による経済性 (market aggregation 
economies)2)が実現できなくなったときに C∆ が
ゼロに漸近していく｡ ただし, 資産の特殊性 k
が高くなっても C∆ はゼロにはならない｡ 
ウィリアムソン (1985, 1993) によれば, 企
業は, ある与えられた資産の特殊性 kの水準の
もとで, ガバナンス・コストと生産コストの合
計 GC ∆+∆ の低い方法で外部調達ないし内部
組織での生産を選択する｡ G∆ の曲線と C∆ の


















ン (1985, 1993) の説明である｡ ウィリアムソ














な例として第 4 － 2 図が考えられる｡ 
第 4 － 2 図は, )()( kMkG −=∆ β が一定であ
る場合を図示している｡ 第 4 － 1 図では, G∆
はゆるやかな右下がりのカーブを描いていた｡ 
G∆ が一定になる状態とは, 内部統制の管理コ
スト (bureaucratic costs of internal governance) 
)(kβ を一定としたときに, 資産の特殊性 k が
大きくなったときにも, 市場利用によるガバナ
ンス・コスト (governace costs of markets) )(kM
が大きくならない状態である｡ あるいは, G∆
とは内部統制の管理コスト (bureaucratic costs 
of internal governance) )(kβ と, 市場利用によ
るガバナンス・コスト  (governace costs of 
markets) )(kM との差 )()( kMkG −=∆ β であ
ったのだから, 資産の特殊性 kが大きくなった
ときに, )(kβ と )(kM とが共に大きくなるか, 





同様の条件としては, 第 4 － 3 図を描くこと
もできる｡ ここで G∆ は緩やかに減少していく







以上にみるように, ウィリアムソン (1985, 
1993) による資産の特殊性 kによる説明は, 市
場と組織の二分法を何も説明しえないか, ある




つまり , 資産の特殊性 k が大きくなっても
)()( kMkG −=∆ β における市場利用のガバナ










第 4 － 3 図 垂直統合のない条件 (2) 
Cost 
 C∆           GC ∆+∆  
 0β  
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(出所) 筆者作成｡ 
第 4 － 2 図 垂直統合の生まれない条件 (1) 
Cost 
 GC ∆+∆  
 C∆  
G∆  
 
 k  
(出所) 筆者作成｡ 
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る (訳書, 107ページ)｡ 













ン＝クラーク (2000, 第 3 章) によれば, インタ
ーフェースとは ｢ある設計中の相互作用する部
分間で起こりうる対立を解消するために, 事前
に定められた方法｣ (訳書, 88ページ) と定義さ
れる｡ あるインターフェースは, ｢誰が, いつ, 
何を, どの言語で行うのか｣ (ボールドウィン










計, 開発され, 性能の進歩が可能となる｡ 
モジュール化に関する研究が進展したことに










には ｢エンジンの選定基準｣ があった｡ それは, 
本研究の冒頭で述べたリサーチ・クエスチョン
である, ｢なぜ航空機エンジンは, 機体メーカ



















だろうか｡ ウィリアムソン (1975, 第 5 章) で
は, 結合利潤の分割ルールを論じている｡ 結合
利潤を G とするとき,  2 社がその結合利潤を分
割するルールは以下のようなものである, と述
べている｡ 以下, 引用する｡ 
 
｢G を両当事者のあいだで分割するためのルー
ルはつぎのとおりである (ただし, 1＞a＞0 とす
る)｡ 
Hosei University Repository
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(a) 当事者 1 の受け取り分は, 
もし aG ＞π 1 かつ (1－a) G ＞π2ならば········· aG 
もし aG ＜π1ならば ···············································π1 
もし (1－a) G ＜π2 ならば ·························· G －π2 
(このとき当事者 2 の受取分は π2 で, G －π2 ＞
π1 である)｡ 
(b) 当事者 2 の受取分は, 
もし (1－a) G ＞π2 かつ aG ＞π1 ならば······(1－a) G 
もし (1－a) G ＜π2 ならば ···································π2 
もし aG ＜π1 ならば······································ G －π1 





うは前よりよい状態になる｣ (訳書, 154ページ)｡ 
 
ここで述べられているシェアリング・ルール
をまとめたのが, 第 4 － 1 表である｡ 上記の引
用において, ｢もし aG ＞π1 かつ (1－a) G ＞π2 
ならば｣ となっている部分はケース 1 としてま
とめた｡ この 2 つの式の左辺, 右辺をそれぞれ
足すと, aG ＋ (1－a) G ＞π1＋π2 となり, 左辺
は G にほかならない｡ よって, 第 4 － 1 表には, 
ケース 1 として ｢結合利潤が常に当事者の単独
利潤を上回る場合｣ と記してある｡ 
このケース 1 の状態を図に示すと第 4 － 4 図
のようになる｡ 上段の直線は結合利潤Gを示し
ており, 下段の直線は企業が単独で獲得できる
利潤 π1 と π2 を示している｡ ケース 1 では aG 




第 4 － 5 図に示されているように, ケース 2 
は ｢分割された結合利潤の合計が常に各当事者
の単独利潤を下回る場合｣ であり, その場合に
は, 各企業の単独での利潤π1 ないし π2 が選択
される｡ ケース 2 の場合には aG ＜π1 あるいは 




第 4 － 1 表 シェアリング・ルールに基づく受取分 
 当事者 1 当事者 2 
 
＜ケース 1 ＞ 
分割された結合利潤の合計が常に当事者の単独
利潤を上回る場合｡ (aG ＞π1 かつ (1－a) G ＞π2) 
ここで G ＞π1＋π2  
aG (1－a) G 
 
＜ケース 2 ＞ 
分割された結合利潤の合計が常に各当事者の単
独利潤を下回る場合｡ G ＜π1＋π2 ただし, 
当事者 1 について aG ＜π1 
当事者 2 について (1－a) G ＜π2  
π1 π2 
 
＜ケース 3 ＞ 
当事者 i からみて, 相手の受取分 πjが分割され
た結合利潤を上回る場合｡ ただし, 
当事者 1 について (1－a) G ＜π2 
当事者 2 について aG ＜π1  
G －π2 G －π1 
(注) ここで, G は結合利潤, π1  は当事者 1 の単独利潤, π2  は当事者 2 の単独利潤｡ 






















aG (1－a) G 
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第 4 － 6 図に示されているケース 3 は ｢相手
の受取分が分割された結合利潤を上回る場合｣ 
であり, 当事者 1 についてG －π2 になる｡ これ
はウィリアムソン (1975, 第 5 章) の説明では, 
当事者 1 について ｢もし (1－a) G ＜π2 なら
ば・・・・・G －π2 (このとき当事者 2 の受取
分は π2 で, G －π2 ＞π1 である)｣ と記されて
いる部分に該当する｡ この場合にも G －π2 ＞
π1 であることから, 単独で活動したときの利
潤 π1 よりも大きな利潤を, 結合利潤のシェア
から得ることができる｡ 
ウィリアムソン (1975, 第 5 章) は, これらを
説明したのちに, ｢π1, π2 および G がすべて既
知であるか, ないしは容易に推定されうること
を前提している｡ ところが, 実際には, それら
は未知であり, また非常な努力と経費を費して





も π1＋π2 と G の大小関係が不確定であれば, 
結合利潤を分割するというルールが成立しない｡ 
それは, 上記に引用したウィリアムソン (1975, 
第 5 章) のシェアリング・ルールの論理から明
確になる｡ 
前提とされている条件式の右辺と左辺をそれ
ぞれ足すと明らかなように, ケース 1 では G ＞
π1＋π2 であるが, ケース 2 とケース 3 ではG ＜




らに, ケース 3 では aG と π1 との大小関係およ
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4－2－3. 機会主義 
ウィリアムソン (1975, 1985) による機会主
義の説明は, 錯綜している｡ すでに紹介したよ




























ジ) と述べているのであるから, これは, 企業
とその従業員という文脈で考えれば, 内部組織
に該当する｡ すなわち, ウィリアムソン (1975, 




ウィリアムソン (1975, 第11章) では, ｢怠慢
による失敗｣ (訳書370ページ) を論ずるなかで, 
企業買収 (takeover) ができない理由には ｢資
















以上を要するに , ウィリアムソン  (1975, 
1985) は機会主義と結合利潤の利益配分ルール
について明確に述べていない｡ 第 4 － 1 表のケ
ース 1 の場合のように G ＞π1＋π2 であれば, 
aG と (1－a) G とへの配分ルールを定める a の
大きさには, 独立した利潤π1 と π2 を確保した
水準であっても幅がある｡ 垂直統合によって結
合利潤を得ることなく, 独立した利潤を確保す
るとすれば, 第 4 － 7 図に示すような余剰分が
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でる｡ 垂直統合を行なわずに, 独立した企業と
して利潤を得ることは, この余剰分を捨てるこ
とである｡ それが合理的な行動になるのは, 第 
4 － 5 図, ケース 2 にあるように G＜π1＋π2 と
なる可能性があるからである｡ また, 第 4 － 6 
図, ケース 3 の状態を, 当事者 1 と当事者 2 とが





おわりに ― 研究課題としての多角的関係 ― 
大鹿他 (2009) によれば, 中国の自動車生産
においては, 自動車のエンジン・モジュールが
製造され, 販売されている, という｡ 日本の自
動車アッセンブリーメーカーは, エンジン生産
と組立を一貫して行なうことが規範となってい






























































































































(1997) がある｡ また, 今井・伊丹・小池 (1982), 伊
丹・加護野・小林・榊原・伊藤 (1988) をも参照さ
れたい｡ 
 2) ウィリアムソン (Williamson, 1985), 92ページ
参照｡ 











藤 (2002) がある｡ また, ボールドウィン＝クラ
ーク (Baldwin and Clark, 2000) とまったく同じ
IBM のコンピューターを事例とした説明を行なっ
ている論文として武石・青島 (2007) がある｡ 
 5) こうした大規模な投資が必要となる研究開発に
関して, ビジネス・エコシステムと呼ばれる考え









 6) ジョスコウ (Joskow, 1993) においても同様の指
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al-publications/EASA_Part-145.pdf 
欧州航空安全庁  (EASA) Maintenance Organization 
Approvals Part 145 
http://www.easa.europa.eu/rulemaking/docs/technic
al-publications/EASA_Part-145.pdf#search='Requirem
ents for EASA Part 145' 




pabilities.pdf#search='goodrich aerospace and defense 
capabilities' 
SR テクニクス (SR Technics) のホームページ AOG 
(Aircraft on Ground) に関する記述 
http://www.srtechnics.com/cms/index.asp?TopicID=
214 
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